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第1号議案

令和7年度事業報告の件
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別添資料P.2～9

１． 運営委員会一覧

２． 活動報告

３． 「内保連」活動の二つの柱

４． 令和8年度改定における内保連の基本方針（重点提案）

５． 厚生労働省医療技術評価分科会報告

６． 検査コード調査委員会

７． 刊行物

8． 新規加盟

9． 今後の活動

第１号議案．令和7年度事業報告の件
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第2号議案

令和７年度決算報告、
監査報告の件



当年度 前年度 増減

（    現    金    ） - - -

み  ず  ほ  銀  行 63,685,356 54,131,428 9,553,928

（ 流 動 性 預 金 ） 63,685,356 54,131,428 9,553,928

（ 固 定 性 預 金 ） - - -

（    預    金    ） 63,685,356 54,131,428 9,553,928

〔 現  金  預  金 〕 63,685,356 54,131,428 9,553,928

〔 営  業  債  権 〕 - - -

〔 有  価  証  券 〕 - - -

〔 棚  卸  資  産 〕 - - -

〔その他流動資産〕 - - -

63,685,356 54,131,428 9,553,928

〔 有 形 固 定 資 産 〕 - - -

〔 無 形 固 定 資 産 〕 - - -

〔投資その他の資産〕 - - -

【 固  定  資  産 】 - - -

【 繰  延  資  産 】 - - -

63,685,356 54,131,428 9,553,928

未     払     金 471,441 369,600 101,841

預     り     金 20,951 10,225 10,726

492,392 379,825 112,567

- - -

- - -

492,392 379,825 112,567

【繰越利益剰余金】 63,192,964 53,751,603 9,441,361

【当期純損益金額】 9,441,361 10,879,918 △ 1,438,557

【 純 資 産 の 部 】 63,192,964 53,751,603 9,441,361

63,685,356 54,131,428 9,553,928【負債・純資産の部】

【 固  定  負  債 】

【  引  当  金  】

【 負  債  の  部 】

負
債
の
部

【 流  動  負  債 】

【 資  産  の  部 】

【 流  動  資  産 】

資
産
の
部

流
動
資
産

令和7年度会計決算報告

勘    定    科    目

令和 8年 3月31日現在

貸借対照表

(単位：円)

固
定
資
産

純
資
産
の
部
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第２号議案．令和7年度決算報告、監査報告の件



当年度 前年度 増減

会   費   収   入 29,800,000 29,200,000 600,000

印   税   収   入 391,418 374,372 17,046

30,191,418 29,574,372 617,046

（  仕  入  高 ） - - -

（  材  料  費 ） - - -

（  労  務  費 ） - - -

（ 外 注 加 工 費 ） - - -

（    経    費    ） - - -

〔当期製品製造原価〕 - - -

- - -

30,191,418 29,574,372 617,046

支  払  報  酬  料 902,266 637,748 264,518

旅  費  交  通  費 30,500 85,610 △ 55,110

通 信 費 19,106 36,104 △ 16,998

事  務  管  理  費 6,000,000 6,000,000 0

Ｈ  Ｐ  保  守  料 415,800 369,600 46,200

会 議 費 1,051,993 2,652,029 △ 1,600,036

消    耗   品   費 57,718 36,740 20,978

新  聞  図  書  費 580,800 611,820 △ 31,020

印 刷 費 1,307,545 - 1,307,545

委 託 費 10,311,094 8,167,980 2,143,114

租    税   公   課 70,000 77,868 △ 7,868

支  払  手  数  料 111,630 46,780 64,850

雑 費 550 6,245 △ 5,695

20,859,002 18,728,524 2,130,478

9,332,416 10,845,848 △ 1,513,432

受   取   利   息 108,945 34,070 74,875

108,945 34,070 74,875

雑 損 失 - - -

- - -

108,945 34,070 74,875

9,441,361 10,879,918 △ 1,438,557

- - -

- - -

- - -

9,441,361 10,879,918 △ 1,438,557

9,441,361 10,879,918 △ 1,438,557【当 期 純 損 益 金 額】

損益計算書

期間 令和 7年 4月 1日 ～ 令和 8年 3月31日まで

(単位：円)

【営 業 外 損 益 金 額】

【 経 常 損 益 金 額 】

【  特  別  利  益  】

【  特  別  損  失  】

【 特 別 損 益金 額 】

【税引前当期純損益金額】

〔 営 業 外 収 益 〕

〔 営 業 外 費 用 〕

〔販売費及び一般管理費〕

【 営 業 損 益 金 額 】

〔売 上 総 利 益 金 額〕

販
売
費
及
び
一
般
管
理
費

（  売  上  原  価  ）

（ 純 売 上 高 ）

売
上
原
価

勘    定    科    目

第２号議案．令和7年度決算報告、監査報告の件
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財務諸表に対する注記

1. 重要な会計方針

(1) 消費税等の会計処理

・消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2. 特定資産

該当なし

3. 担保に供している資産

該当なし

4. 固定資産の取得価額、減価償却類型学および当期末残高

該当なし

5. 債権の債権金額、賃倒引当金の当期末残高および当該債権の当期末残高

賃倒引当金の計上をしていない

6. 保証債務等の偶発責務

該当なし

7. 満期保有目的の内訳ならびに帳簿価額、時価および評価損益

該当なし

8. 補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額および残高

該当なし

9. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし

10. 関連当事者との取引の内容

該当なし

11. 重要な後発事象

該当なし

12. リース取引関係

該当なし
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第２号議案．令和7年度決算報告、監査報告の件



付属明細書

1. 特定資産の明細

該当なし

2. 引当金の明細

該当なし

第２号議案．令和7年度決算報告、監査報告の件
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第２号議案．令和7年度決算報告、監査報告の件
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第３号議案

令和8年度事業計画の件
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＜定例会議＞
・ 第１回理事会、運営委員会、社員総会 ： 令和8年5月19日（火）、 6月9日（火）、 6月30日（火）
・ 第2回理事会 ： 令和8年冬

＜臨時会議・行事＞
・ 内保連説明会 ： 令和8年冬
・ 合宿討議 ： 令和8年冬
・ 三保連合同シンポジウム ： 令和8年6月19日（金）、 看保連主催
・ 診療領域別委員会 ： 不定期開催（令和8年12月～集中的に開催される見込み）
・ 検査コード調査委員会 ： 調査の進行に応じて会議を開催

１．会議（理事会、運営委員会、社員総会、合宿討議、専門委員会 等）の開催

３．内保連業務

＜令和8年度診療報酬改定＞
・ 令和8年度診療報酬改定採否調査

（誤植および矛盾点、 内保連基本方針・提出提案書の採否についての学会向けアンケート調査）
・ 診療領域別委員会改定要旨

（令和8年度診療報酬改定結果を踏まえた、 診療領域別委員会委員長のまとめ）

＜令和10年度診療報酬改定＞
・ 提案意向調査

２．調査・研究

・ 検査関係における医療DXのコード化について
検査コード調査委員会にて調査進行中

第3号議案．令和8年度事業計画の件
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第4号議案

令和8年度予算案の件



収入

勘定科目 今年度予算 前年度予算 前年度決算（予想値） （参考）前々年度予算 備考

会費 29,800,000 29,200,000 29,800,000 28,600,000 1学会200,000円×149学会

印税 150,000 197,000 135,763 216,000 書籍（『標準的医療説明』）

受取利息 100,000 3,000 108,945 200 普通預金金利の引き上げのため

収入合計 30,050,000 29,400,000 30,044,708 28,816,200 

支出

勘定科目 今年度予算 前年度予算 前年度決算（予想値） 前々年度予算 備考

支払報酬料 1,000,000 800,000 840,000 1,300,000 日当、謝金、講演料 等

旅費交通費 520,000 600,000 50,000 1,000,000 

通信費 50,000 50,000 20,000 70,000 書籍・年会費請求書の送料 等

事務管理費 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 日本内科学会への業務委託費

ホームページ保守費 500,000 500,000 400,000 500,000 

会議費 3,600,000 3,700,000 1,500,000 5,000,000 理事会、運営委員会、社員総会などでの会場費 等

消耗品費 250,000 250,000 10,000 250,000 

新聞図書費 630,000 600,000 600,000 50,000 書籍購入費、医療系有料コンテンツ費用 等

印刷費 100,000 2,500,000 1,500,000 70,000 名刺、資料印刷 等

委託費 17,000,000 14,000,000 10,000,000 17,000,000 調査代行、会計業務、会議運営 等

租税公課 100,000 100,000 70,000 100,000 都民税の均等割

支払手数料 100,000 100,000 95,000 150,000 振込手数料 等

雑費 200,000 200,000 1,000 500,000 

予備費 0 0 0 3,000,000 

支出合計 30,050,000 29,400,000 21,086,000 34,990,000 
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第4号議案．令和8年度予算案の件
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第5号議案

「参与」の設置の件
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第5号議案．「参与」の設置の件

〇 提案の背景と概要

■ 背景・目的

■ 新役職「参与」の概要

■ 設置に伴う定款変更について

長年の学会運営経験を有する者や高い見識を備えた有識者の知見を活かし、その助言を得ることにより、本連合
の運営の一層の円滑化および持続的発展を図るとともに、次世代を担う人材の育成ならびに組織運営に関する
知見の継承を推進することを目的とする。

位置づけ・役割
理事長の諮問機関。
理事会等に出席し、意見を述べることができる。

権限 議決権を有しない。

選任・任期
理事会の決議を経て理事長が委嘱。
任期は1期2年とする。

「参与」は会員区分（正会員等）とは異なる新たな地位のため、定款に追記が必要となる。
次議案にて改訂案

≪定款≫
第12条（権限） 社員総会は，次の事項について決議する．
（中略）
（５）定款の変更

第39条（定款の変更） この定款は，社員総会において，総会員の半数以上であって，総会員の議決権の3分の2以上の決議によって
変更することができる．

〇 補足事項
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第6号議案

定款変更の件



現行定款 変更案
第２章 会員及び社員 第２章 会員及び社員

（略） （略）

（入会）
第6条 この法人に入会しようとする学会は，書面により理事長に申込をしな
ければならない．
2 理事長は，前項の申込があったときは，理事会及び運営委員会におい
て出席者の過半数の議決を経て社員総会に諮り，入会を認めるか否かを
決する．なお，社員総会においては，出席した会員の議決権の3分の2以
上の賛同を得なければならない．
3 理事長は，入会の可否の決定について，これを当該申込者に通知する
ものとする．

（入会）
第6条 この法人に入会しようとする学会は，書面により理事長に申込をしな
ければならない．
2 理事長は，前項の申込があったときは，運営委員会及び理事会におい
て出席者の過半数の議決を経て社員総会に諮り，入会を認めるか否かを
決する．なお，社員総会においては，出席した会員の議決権の3分の2以
上の賛同を得なければならない．
3 理事長は，入会の可否の決定について，これを当該申込者に通知する
ものとする．

19

定款変更案
第6号議案．定款変更の件

【新旧対照表】
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第6号議案．定款変更の件

定款変更案

現行定款 変更案
第４章 役員 第４章 役員

（略） （略）

（名誉会長及び顧問）
第26条 この法人に，名誉会長及び顧問若干名を置くことができる．
2 名誉会長は，理事長を辞した者の中から，理事長が委嘱する．
3 顧問は，原則として理事及び監事を辞した者の中から，理事長が委嘱
する．
4 顧問の任期は2年とし，再任を妨げない．
5 名誉会長及び顧問は，理事長の諮問に応え，社員総会及び理事会
等の会議において意見を述べることができる．

（名誉会長及び顧問）
第26条 この法人に，名誉会長及び顧問若干名を置くことができる．
2 名誉会長は，理事長を辞した者の中から，理事長が委嘱する．
3 顧問は，原則として理事及び監事を辞した者の中から，理事長が委嘱
する．
4 顧問の任期は2年とし，再任を妨げない．
5 名誉会長及び顧問は，理事長の諮問に応え，社員総会及び理事会
等の会議において意見を述べることができる．

（新 設）

―

（参与）
第26条の2 この法人に，参与若干名を置くことができる．
２ 参与は，理事会の決議を経て，理事長が委嘱する．
３ 参与の任期は2年とし，再任を妨げない．
４ 参与は，理事長の諮問に応え，社員総会及び理事会等の会議にお
いて意見を述べることができる．

第６章 委員会 第６章 委員会
（運営委員会）
第33条 この法人の運営に関する諮問機関として，理事，監事，委員会
の委員長，名誉会長及び顧問で構成する運営委員会を設置する．

（運営委員会）
第33条 この法人の運営に関する諮問機関として，理事，監事，委員会
の委員長，名誉会長，顧問及び参与で構成する運営委員会を設置する．

【新旧対照表】



現行定款 変更案
第１０章 書類の備え置き及び閲覧 第１０章 書類の備え置き及び閲覧
（書類の備え置き）
第43条 主たる事務所には，次の書類を備え置き，閲覧に供するものとす
る．
(1) 定款，諸規則
(2) 会員名簿
(3) 理事，監事，名誉会長及び顧問，委員会，委員長の名簿
(4) 社員総会及び理事会の議事録
(5) 財産目録
(6) 事業計画書及び収支予算書
(7) 事業報告書及び収支計算書等の計算書類
(8) 監査報告
(9) その他法令で定める帳簿

（書類の備え置き）
第43条 主たる事務所には，次の書類を備え置き，閲覧に供するものとす
る．
(1) 定款，諸規則
(2) 会員名簿
(3) 理事，監事，名誉会長，顧問及び参与，委員会，委員長の名簿
(4) 社員総会及び理事会の議事録
(5) 財産目録
(6) 事業計画書及び収支予算書
(7) 事業報告書及び収支計算書等の計算書類
(8) 監査報告
(9) その他法令で定める帳簿

21

定款変更案
第6号議案．定款変更の件

【新旧対照表】
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第7号議案

理事選任の件



番
号

理事候補者
氏名

所属

11 久松 理一 杏林大学 新任

12 平川 淳一 平川病院 再任

13 古川 泰司 帝京大学 再任

14 待鳥 詔洋 国立国府台医療センター 再任

15 武藤 学 京都大学 新任

16 室 繁郎 奈良県立医科大学 新任

17 山内 敏正 東京大学 新任

18 山口 博樹 日本医科大学 新任

19 横手幸太郎 千葉大学 再任
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理 事

■ 理事候補者19名
■ 任期 令和8年度第1回社員総会～令和10年度第1回社員総会 （再任を妨げない。）

番
号

理事候補者
氏名

所属

1 明石 嘉浩 聖マリアンナ医科大学 再任

2 井田 正博 国立病院機構水戸医療センター 再任

3 大西 洋 山梨大学 再任

4 大山 昇一 埼玉県済生会川口総合病院 新任

5 荻野美恵子 国際医療福祉大学 再任

6 小早川雅男 福島県立医科大学 再任

7 小林 弘祐 北里大学 再任

8 近藤 太郎 近藤医院 再任

9 佐々木 毅 慶応義塾病理診断クリニック 新任

10 南学 正臣 東京大学 再任

第7号議案．理事選任の件
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第8号議案

監事選任の件
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第8号議案．監事選任の件

監 事

■ 監事候補者2名
■ 任期 令和8年度第1回社員総会～令和10年度第1回社員総会 （再任を妨げない。）

番号
監事候補者

氏名
所属

1 伊東 春樹 欅坂上医科歯科クリニック 再任

2 工藤 翔二 公益財団法人結核予防会複十字病院 再任
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第9号議案

新規加盟申請の件
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内保連加盟申請の流れ

加盟申請書
の提出 加盟承認

加盟見送り

理事会 運営委員会
（プレゼンテーション） 社員総会

承認 承認 承認

否認 否認 否認

日本リンパ浮腫学会 より加盟申請書を受領いたしました。

加盟申請書は次頁より掲載いたします。

学会プレゼンテーション資料は別添資料P.10～17をご参照ください。

≪定款≫
第6条（入会）
この法人に入会しようとする学会は，書面により理事長に申込をしなければならない．
2 理事長は，前項の申込があったときは，理事会及び運営委員会において出席者の過半数の議決を経て社員総会に

諮り，入会を認めるか否かを決する．なお，社員総会においては，出席した会員の議決権の3分の2以上の賛同を得なけ
ればならない．
3 理事長は，入会の可否の決定について，これを当該申込者に通知するものとする．

第9号議案．新規加盟申請の件（日本リンパ浮腫学会）



学会名 一般社団法人 日本リンパ浮腫学会

設立年月日 2016年 2月 28日

代表者氏名 北村 薫 （きたむら かおる） AM CLINIC（アムクリニック） 福岡博多院 院長

事務局
〒063-0804 北海道札幌市西区二十四軒４条1丁目1-30
                       TOPPAN株式会社 北海道事業部 BPO事務局内

会員数 402人 （医師の割合38%）

学術集会の開催 年 1回 学会誌の発刊 年 1回

保険委員会

委員長 高倉 保幸 （埼玉医科大学保健医療学部・教授）

当委員会は、診療報酬上の課題抽出および関連団体との情報共有を目的として、年に数回の委員会を
定期的に開催しております。
具体的な活動実績として、2024年には会員を対象に「リンパ浮腫診療に関する実態調査（アンケー
ト）」を実施しました。その結果に基づき、臨床現場が抱える問題点の洗い出しを行うとともに、診療報
酬改定に向けた要望事項の整理・集約を行いました。

加盟希望理由

貴連盟への加盟を希望する理由は、がん治療後の慢性・進行性の後遺症であるリンパ浮腫に対し、診
療報酬の適正化と標準治療の全国的な普及を、貴連盟との連携を通じて強力に推進するためです。
当学会は、医師・看護師・理学療法士・作業療法士等の多職種によるチーム医療を基盤とし、Minds認

証を受けたリンパ浮腫の診療ガイドラインの策定を行っている唯一の学術団体であり、認定制度を通じ
た専門的医療者の育成・質向上などに努めてまいりました。 しかし、増え続ける患者需要に対し、現行
の制度では地域や施設による診療格差が生じているのが実情であり、実態に即した評価体系の整備が
急務です。
貴連盟に参画し、内科系学会の先生方と連携しながら、医学的エビデンスに基づいた実効性のある制

度提言を行うことで、国民がどこでも等しく安心・安全なリンパ浮腫医療を享受できる社会の実現に貢
献したいと強く願っております。
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第9号議案．新規加盟申請の件（日本リンパ浮腫学会）



診療領域別委員会の件01
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1．診療領域別委員会委員長交代の件

別添資料P.18～20

2） 遠隔医療関連委員会

［前任］ 伊東 春樹 ［後任］ 長谷川 高志 （日本遠隔医療学会）

1） 放射線関連委員会

［前任］ 待鳥 詔洋 ［後任］ 隈丸 加奈子 （順天堂大学）

くままる かなこ

はせがわ たかし

３） 病理関連委員会

［前任］ 佐々木 毅 ［後任］ 中黒 匡人 （名古屋大学）
なかぐろ まさと



令和8年度診療報酬改定総括の件02
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〇 令和7年度 診療報酬調査専門組織・医療技術評価分科会の開催歴

 令和7年度 第１回 医療技術評価分科会
日 時 ： 令和7年１１月20日（木） 開催
資 料 ： https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_66054.html

  

 令和7年度 第２回 医療技術評価分科会
日 時 ： 令和８年1月15日（木） 開催
資 料 ： https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_68611.html

〇 内保連令和8年度診療報酬改定最終提案書および医薬品再評価提案書受領件数

技術提案（合計） 388件

・ 未収載技術 153件 ［*共同提案 105件（69％）］

・ 既収載技術 235件 ［*共同提案 160件（68％）］

基本診療料 39件 ［*共同提案 26件（72％）］

医薬品 9件

*共同提案：他学会との共同提案で提出された提案件数

参考 令和6年度改定

技術提案（合計） 415件

・ 未収載技術 146件 ［*共同提案 112件（77％）］

・ 既収載技術 269件 ［*共同提案 17７件（66％）］

基本診療料 43件 ［*共同提案 30件（77％）］

医薬品 26件

〇 令和8年度改定について（厚生労働省）

 令和８年度 診療報酬改定について
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_67729.html

２．令和8年度診療報酬改定総括の件

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_66054.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_68611.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_67729.html
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

未収載 全153件

要望通り反映された 6件 (4%)

一部要望が反映された 12件 (8%)

全く反映されなかった 126件 (82%)

その他 9件 (6%)

既収載 全235件

要望通り反映された 23件 (10%)

一部要望が反映された 40件 (17%)

全く反映されなかった 157件 (67%)

その他 15件 (6%)

〇 令和8年度 内保連加盟学会提案書 結果詳細（グラフ）

１）加盟学会総括
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

医療技術合計
（未収載＋既収載）

全388件

要望通り反映された 29件 (8%)

一部要望が反映された 52件 (13%)

全く反映されなかった 283件 (73%)

その他 24件 (6%)

保険局医療課A区分 全39件

要望通り反映された 2件 (5%)

一部要望が反映された 3件 (8%)

全く反映されなかった 33件 (85%)

その他 1件 (2%)
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

〇 診療報酬改定結果推移



未収載 2010年度 2012年度 2014年度 2016年度 2018年度 2020年度 2022年度 2024年度 2026年度

申請 83 176 140 119 156 193 171 146 153

改定対象 33 52 7 24 30 32 24 14 18

改定率 40% 30% 5% 20% 19% 17% 14% 10% 12%

既収載 2010年度 2012年度 2014年度 2016年度 2018年度 2020年度 2022年度 2024年度 2026年度

申請 116 260 225 286 288 275 270 269 235

改定対象 51 86 32 78 97 67 45 64 63

改定率 44% 33% 14% 27% 34% 24% 17% 24% 27%

全体 2010年度 2012年度 2014年度 2016年度 2018年度 2020年度 2022年度 2024年度 2026年度

申請 199 436 365 405 444 468 441 415 388

改定対象 84 138 39 102 127 99 69 78 81

改定率 42% 32% 11% 25% 29% 21% 16% 19% 21%

36

２．令和8年度診療報酬改定総括の件
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

令和八年度内保連基本方針
１．「重症度、医療・看護必要度」の見直しに関する提案（A, B, C案）

２．内科系治療の基本である薬物療法における処方技術の評価

      －「注射処方料」ゼロの是正

３．「説明と同意」を評価し、「人工呼吸器装着前意思決定支援料」を新設

４．医療安全の推進

５．チーム医療の推進と医師負担の軽減

６．医療連携と在宅医療の推進

７．妊娠・周産期医療の重視

８．小児医療の重視

  9．予後改善の重視

10．遠隔医療の推進

11．AI（人工知能）診療・診断の推進

12．医療DXの推進

13．国民に役立つ医療技術の導入・強化（令和八年度内保連医療技術提案）

別添資料P.21～38
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

〇 令和8年度 内保連基本方針 結果詳細（表）

提 案 書 総 括

１．「重症度、医療・看護必要度」の見直しに関する提案（A，B，C案）

A706101／日本内科学会／「重症度、医療・看護必要度」にお
ける評価項目見直しに関する提案（A案）

一部要望が反映された
A 基本診療料 A100

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度におけるA項目「専門
的な治療・処置」の項目のうち「抗悪性腫瘍剤の使用（注射剤
のみ）」並びにC項目「救命等に係る内科的治療」、「別に定め
る検査」及び「別に定める手術」について、対象となる治療等が
追加されました。

日本内科学会からは、「重症度、医療・看護必要度」に関して以
下の3案が提案されていました。

■A案・B案：手術なしの内科系症例における重症度を適正に
評価するため、負荷の高い内科系疾患で頻回に行われる診療
行為および医薬品をA項目・C項目の対象に追加する提案。

■C案：A項目に「検査および画像診断の選択・結果判断・推
論の複雑性」「特定器材の使用の判断」「注射処方の方針決
定の複雑性」という新項目を追加する提案。

令和8年度の診療報酬改定では、救急搬送症例や手術なし症
例における適切な評価を進める観点から、A項目およびC項目
の対象となる治療等の追加が行われており、内科系疾患の重
症度評価を見直すという学会の要望が一部反映された形と
なっています。

A706102／日本内科学会／「重症度、医療・看護必要度」にお
ける評価項目見直しに関する提案（B案）

A706103／日本内科学会／「重症度、医療・看護必要度」にお
けるA項目の評価項目及び評価基準の見直しに関する提案（C案）
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

提 案 書 総 括

２．内科系治療の基本である薬物療法における処方技術の評価－「注射処方料」ゼロの是正

706101／日本内科学会／注射処方料 全く反映されなかった

３．「説明と同意」を評価し、指導管理料を拡大し、「人工呼吸器装着前意思決定支援料」を新設

706102／日本内科学会／
人工呼吸器装着時意思決定支援料

全く反映されなかった

４．医療安全の推進

703101／日本糖尿病学会／周術期血糖管理料 全く反映されなかった

A741201／日本臨床内科医会／
抗菌薬適正使用体制加算

全く反映されなかった

5．チーム医療の推進と医師負担の軽減

232101／日本呼吸器学会／
間質性肺疾患集学的合議評価提供料

全く反映されなかった

6．医療連携と在宅医療の推進

234101／日本呼吸ケア・リハビリテーション学会／在宅高濃
度酸素ハイフローセラピー

一部要望が反映された
C 在宅医療 107-3

在宅で高濃度の酸素吸入（吸入酸素濃度（FiO2）60%以上）
を伴うハイフローセラピーを行うことが適当と医師が認めた者

提案書では重度の低酸素血症（通常の酸素吸入で6L以上必
要）が持続し院内でHFNCを実施しているであったのがFiO2 
60%以上に変更されている。

741201／日本臨床内科医会／
こころの連携指導料（Ⅰ）

全く反映されなかった
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

提 案 書 総 括

7．妊娠・周産期医療の重視

239101／日本産婦人科医会／
遠隔分娩監視装置によるハイリスク妊婦管理料

全く反映されなかった

8．小児医療の重視

249101／日本小児科学会／成人移行支援連携指導料1,2

一部要望が反映された
B 医学管理等 001 7

難病外来指導管理料2の新設：
小児科を標榜していない保険医療機関において、小児期発症
慢性疾患を有する外来患者を、小児科を標榜する他の保険医
療機関から紹介を受けた場合、５年以内に限り、月１回に限り
270点を算定する。

成人移行支援を推進するために新設された項目であり、要望し
た成人移行支援連携指導料の主旨（成人移行期の小児につ
いて、良質な医療の継続を推進する）は反映されている。しかし
ながら、成人移行支援を継続的に行っている小児医療機関へ
の評価が全くない。また、ほとんどの移行先の成人医療機関
（大学病院など）は小児科を標榜しており、この項目を算定でき
ない。この項目の新設によって成人移行支援が進むとは考えに
くい。

283202／日本人類遺伝学会／
遺伝学的検査の適用拡大（難病領域）

要望通り反映された
D 検査 006-4

提案指定難病18疾患中、15疾患の適用が得られた。
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

提 案 書 総 括

9．予後改善の重視

281201／日本腎臓学会／
経皮的腎生検

一部要望が反映された
D 検査 412-2

経皮的腎生検法 2,400点

2,000点から2,400点へ増点されたものの、実費用に見合う
4,000点には至らなかった。

281202／日本腎臓学会／
腎疾患判定加算（尿蛋白／クレアチニン比を測定した場合）

全く反映されなかった

10．遠隔医療の推進

271201／日本心臓リハビリテーション学会／遠隔心大血管リハビ
リテーション管理指導料（オンライン診療料） 全く反映されなかった

272101／日本心不全学会／
RSTガイドによる心不全憎悪の早期検出と治療管理の新設 全く反映されなかった
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

提 案 書 総 括

10．遠隔医療の推進（続き）

727212／日本放射線腫瘍学会／
遠隔放射線治療計画加算の見直し

一部要望が反映された
M 放射線治療 001（３）／第83の3

強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ）に関する施設基準(３) （２）の放射線治療を専ら担当する常勤の医師の配置
について、当該保険医療機関が、放射線治療における業務の一部（照射計画の立案等）を、情報通信技術を
用いたシステムを利用し、当該保険医療機関と連携した放射線治療を支援する施設の医師による支援を受
けて実施する場合には、放射線治療を専ら担当する常勤の医師は１名（放射線治療の経験を５年以上有する
者に限る。）の配置とすることができる。
この場合について、放射線治療を行う施設は、次のアからカまでを全て満たしていること。
ア 地域がん診療連携拠点病院又は体外照射を年間200症例以上実施している地域がん診療病院であるこ
と。
イ 当該保険医療機関が所在するがん医療圏に強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ）の施設基準に係る届出を
行っている他の保険医療機関がないこと。
ウ 当該治療を行うために必要な次に掲げる機器等を備えていること。① 直線加速器 ② 治療計画用ＣＴ装
置及び三次元放射線治療計画システム ③ セキュリティ対策を講じた遠隔放射線治療システム ④ 第三者機
関による直線加速器の出力線量の評価
エ 放射線治療を支援する施設の放射線治療を専ら担当する医師と、常時連絡がとれる体制にあること。
オ 遠隔放射線治療及び医療情報のセキュリティ対策に関する指針が策定されていること。
カ 関係学会の定めるガイドラインに基づき、当該治療を適切に実施していること。

(４) （３）に規定する当該保険医療機関と連携した放射線治療を支援する施設は、次のアからカを満たして
いること。
ア 特定機能病院、都道府県がん診療連携拠点病院又は地域がん診療連携拠点病院であること。
イ 放射線治療を専ら担当する常勤の医師が３名以上配置されており、そのうち２名以上は５年以上の放射線
治療の経験を有すること。
ウ 放射線治療を行う施設の支援をする医師は、放射線治療を専ら担当する常勤医師であって５年以上の放
射線治療の経験を有すること。複数名の医師が支援する場合は、届出に医師名を記載すること。なお、複数の
施設を支援する場合、放射線治療を専ら担当する常勤医師（放射線治療の経験を５年以上有する者に限
る。）１名につき、２施設までとする。
エ セキュリティ対策を講じた遠隔放射線治療システムを備えていること。
オ 遠隔放射線治療及び医療情報のセキュリティ対策に関する指針が策定されており、実際の放射線治療の
遠隔支援が当該指針に沿って行われているとともに、公開可能な遠隔放射線治療の実施に係る記録が保存
されていること。
カ 関係学会の定めるガイドラインに基づき、当該支援を適切に実施していること。

通常照射に関しては緊急照射以外の適応拡大とはならなかった。
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２．令和8年度診療報酬改定総括の件

提 案 書 総 括

１１．AI（人工知能）診療・診断の推進

244101／日本消化器内視鏡学会／
上部消化管内視鏡検査（AI診断支援あり）

全く反映されなかった

１２．医療DXの推進

211101／日本医療情報学会／
サイバーセキュリティ対策向上加算

一部要望が反映された
A 基本診療料 207-5

診療録管理に係るサイバーセキュリティ部分を独立し、電子的
診療情報連携体制整備加算として新設。ただし各医療機関で
閉じた話で、他機関も守れるセキュリティ人材を配置する内容
ではない。

内保連からの申請は第1回医療技術評価分科会で評価対象
外となったが、その後、別ルートの折衝により、実質的な評価を
いただけた経緯があったことを申し添えます。引き続き、セキュリ
ティ人材の配置については必要性を訴えて参ります。



検査コード調査委員会報告の件03
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3．検査コード調査委員会報告の件

別添資料P.39～60



04 令和10年度改定
に向けた参考情報の件
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〇 令和10年度 診療報酬改定スケジュール （厚労省の指示によってスケジュールが変更になる可能性があります。）

令和8年（2026年） 令和9年（2027年）

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

提案意向調査 診療領域別委員会開催 提案書受付
内保連

ヒアリング
提案書
提出

厚労省
ヒアリング*

11月 提案意向調査受付開始

・12月中旬 意向調査結果報告

２月下旬 提案書受付開始

・３月下旬 提案書受付中間報告

・４月下旬 内保連ヒアリング案内

５月中旬 提案書修正期間

５月下旬 提案書最終確認

・６月上旬 提案書提出報告

* 厚労省ヒアリングは学会事務局に直接連絡が届きます。

▲

▲

加盟学会

12月中旬以降
各診療領域別委員会で提出調整

▲

▲

内保連ヒアリング実施提案の選定

▲

診療領域別委員会
▲

▲

▲

内保連事務局
からのご案内

例年通り、 各学会の提案書は内保連に提出いただき、 内保連から厚労省に纏めて提出いたします。

内保連加盟学会
最終提案書 内保連事務局

提案書の種類 提出先

医療技術評価提案書（未収載）

厚労省保険局医療課医療技術評価提案書（既収載）

医療技術評価提案書（基本診療料）

医薬品再評価提案書
厚労省医薬・生活衛生局
医薬品審査管理課

〇 最終提案書の提出フローについて

4．令和10年度改定に向けた参考情報の件
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令和８年度診療報酬改定に向けた医療技術の評価について（案） 

１．これまでの検討状況 

（１）医療技術評価分科会における技術の評価について

○ 令和７年２月 19 日の中央社会保険医療協議会（以下「中医協」という。）

診療報酬基本問題小委員会及び総会において、令和８年度診療報酬改定に向

けて、診療報酬調査専門組織医療技術評価分科会（以下「分科会」という。）

として、学会等から提出された医療技術評価・再評価提案書（以下「提案書」

という。）に基づき、新規医療技術の評価及び既存技術の再評価（以下「評

価」という。）を行うことについて了承された。

○ 学会等から提出された合計 807件（重複分を除く）の提案書について、事

務局において学会等からのヒアリングを実施し、提案内容の確認を行った。

その上で、令和７年 11月 20日の分科会において、学会等からの提案のうち

分科会の評価対象とするものについて検討を行い、令和７年 12 月３日の中

医協総会において、評価の対象及び進め方について了承された。

○ その後、学会等から分科会に提案のあった医療技術（※）については分科

会委員による評価が行われ、先進医療として実施されている医療技術につい

ては先進医療会議において評価が行われた。（技－２－１）

※ 先進医療会議において科学的根拠等に基づく評価が行われた技術のうち、学会等
から医療技術評価分科会に提案のあったもの並びに保険医療材料等専門組織におい
て医療技術評価分科会での審議が必要とされた医療技術及び技術料に一体として包
括して評価される医療機器についてのチャレンジ申請に基づき技術料の見直しを行
うことが適当とされた医療技術を含む。

（２）医療技術の再評価にかかる報告書について

○ 令和７年２月３日の分科会において、以下のＡ及びＢを対象に医療技術評

価報告書（以下「報告書」という。）の提出を求めることとし、令和７年 11

月 20 日の分科会において、Ａについては、当該技術のガイドライン上の位

置づけの変化等を分科会における評価の参考とし、Ｂについては、レジスト

リの解析により有効性・安全性が確認された技術について、関係学会と協議

し、レジストリの登録を引き続き要件とすべきか分科会において検討するこ

ととした。

Ａ 令和６年度診療報酬改定において、対応する優先度が高いとされた医療

技術のうち、「ガイドライン等で記載あり」とされたもの（計 116 件） 

Ｂ 平成 28 年度から令和６年度までの診療報酬改定において、レジストリ

の登録を要件として保険適用された技術（計 40件） 

診調組 技－１－１ 

８ ． １ ． １ ５ 

１）提案書提出ルールの変更
4．令和10年度改定に向けた参考情報の件
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○ また、令和７年 11月 20日の分科会において、今後の報告書提出の対象と

なる技術について議論が行われ、以下の技術について報告書の提出を求める

方針とし、令和７年 12月３日の中医協総会において了承されたところ。

① 令和８年度診療報酬改定において、対応する優先度が高いとされた医療

技術のうち、「ガイドライン等で記載あり」とされたもの

② 平成 28 年度から令和６年度までの診療報酬改定において、レジストリ

の登録を要件として保険適用された技術のうち、引き続きレジストリの登

録を要件とすべきとされたもの及び令和８年度診療報酬改定において、レ

ジストリの登録を要件として保険適用される技術

（３）医療技術の体系的分類について

○ 令和７年 11 月 20 日の分科会において、整形外科領域におけるＫコード

の見直し案が示され、令和８年度診療報酬改定に向けて当該見直し案を踏ま

えた対応を行うこととし、令和７年 12 月３日の中医協総会において了承さ

れた。

（４）「効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療」につ

いて 

○ 令和７年 11 月 27 日の第 205 回社会保障審議会医療保険部会において、

「効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療」につい

て、厚生労働科学研究班等における調査に加え、分科会において、医療技術

の評価の一環として、学会等から提案を広く募集することについて了承され

た。

２．令和８年度診療報酬改定以降に向けた医療技術の評価等の進め方について

（案） 

（１）分科会における医療技術の評価について、中医協総会へ報告し、令和８年

度診療報酬改定に向けての最終的な対応について検討を行う。 

（２）医療技術に係る報告書については、前回の分科会での議論も踏まえ、令和

８年度診療報酬改定の次の改定に向けて、以下のように報告書の提出を求め

ることとする。（技－２－３） 

① 令和８年度診療報酬改定において、対応する優先度が高いとされた医療

技術のうち、「ガイドライン等で記載あり」とされたものについて

② 平成 28 年度から令和６年度までの診療報酬改定において、レジストリ

の登録を要件として保険適用された技術のうち、引き続きレジストリの登

4．令和10年度改定に向けた参考情報の件
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録を要件とすべきとされたもの及び令和８年度診療報酬改定において、レ

ジストリの登録を要件として保険適用される技術 

（３）医療技術の体系的な分類については、令和８年度診療報酬改定において実

施された見直し及びそれに基づく実績等を踏まえ、必要な検討を行っていく

こととする。 

（４）LDTs（※１）の評価については、LDTsのうち、以下の①及び②を満たすも

のについては、令和８年度診療報酬改定の次の改定における、医療技術評価分

科会の評価の対象とした上で、療養担当規則の趣旨や臨床上の必要性等も含

めて検討することとする。（技－１－２） 

① 「LDTsを実臨床で使用する際に望ましい性能評価（妥当性確認等）や精

度管理等の要件」（※２）を満たすことが客観的に担保されている施設にお

いて実施されていること

② 国内診療において一定の使用実績があること

※１ 検査室内で設計・開発・製造（又は変更）された検査で、臨床診断の補助や臨床
的管理の意思決定に用いられる検査（Laboratory Developed Tests）。 

※２ 令和７年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 厚生労働省特別研究「LDT の臨
床実装に向けた研究」（研究代表者 大西宏明）において示された要件を指す。 

（５）「効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療」につ

いて、令和８年度診療報酬改定の次の改定での対応に向けて、学会等から提案

を募集し、分科会において検討することとする。評価の効率化や「効果が乏し

いというエビデンスがあることが指摘されている医療」に係る積極的な提案

を促す観点から、令和８年度診療報酬改定の次の改定における学会等からの

提案書の募集に際しては、各学会等が提出可能な提案書（申請団体として提出

するものに限る。）の上限を、原則として、新規収載の提案が５提案まで、既

収載の提案を含めて７提案（※）までとした上で、更なる提案書の提出を希望

する学会等においては、新規収載の６提案目又は合計で８提案目以降の追加

の提案１つ毎に、「効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されてい

る医療」に係る提案を１つ以上提出することとする。 

※ 例えば、新規収載５提案、既収載２提案等を想定している。なお、提案の方向性が

類似しているものについては、診療報酬項目・番号ごとに分割せずにまとめて提案す

ることが望ましい。（例：複数手術に係る費用の特例に係る追加の提案、実勢価格に

基づく増点の提案、同一の診療報酬項目に対する適応拡大等） 

4．令和10年度改定に向けた参考情報の件
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長方形



第32回日本医学会総会の件05



52

5．第32回日本医学会総会の件

〇 開催概要

テ ー マ ： これからの保険診療の在り方 －少子高齢化社会に向けて－

主 旨 ： 今後、わが国は未曽有の少子高齢化社会に向かうことが予想されている。一方、高齢者の増加や、
高額薬剤の導入などに伴い医療費の総額が増加していくことも予想されている。国民皆保険を堅持
しつつ、世界有数の平均寿命、健康寿命をいかに維持していくが、今まさに問われている。医療的な
視点のみならず、社会背景、行政、財政的な視点も不可欠であり、総合的な議論から、これからの保
険診療の在り方を考えたい。

日 時 ： 令和9年4月23日（金）～4月25日（日） 日時の詳細は調整中

場 所 ： 大阪国際会議場

司 会 ： 小林 弘祐、 瀬戸 泰之

講演内容 ： １） 少子高齢化社会で持続可能な保険診療を考えるー内保連と学会での取り組みを中心にー

髙橋 和久 （順天堂大学）

２） 外科診療報酬における外保連の役割と今後の展望

渡邊 雅之 （がん研究会有明病院消化器外科）

３） 未定

厚生労働省保険局医療課（予定）

4) 持続可能で公平な制度設計に寄与する領域横断的データサイエンス研究

伊藤 ゆり（神戸大学／大阪医科薬科大学）
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5．第32回日本医学会総会の件

合同シンポジウム企画概要

■ 会期・形式：
2027年4月、大阪にて開催。外科系学会社会保険連合
（外保連）との合同セッション。

■ 全体テーマ：
「これからの保険診療の在り方

－少子高齢化社会に向けて－」

■ 目的：
内科・外科の垣根を越え、持続可能な医療提供体制への
提言を学会総会の場で発信する。

基本方針担当者へのお願い

内保連基本方針 4,5, 6, 7, 9, 10, 11, 12, 13番の
各担当者は、以下の視点で提案内容を取り纏めること。
「持続可能な医療供給体制に資する提案」

内保連代表講演案 : 高橋 和久 先生

■ 演題（仮）：
「少子高齢化社会で持続可能な保険診療を考える

－内保連と学会での取り組みを中心に－」

■ 講演の趣旨：
診療報酬を「医療提供体制の効率化」と「質の高い医療の確保」を両立させる
「調整弁」として再定義する。

１.機能分化と連携強化

医療機能の分化と連携における
内保連の主導的役割の明確化。

２.予防・重症化予防

生活習慣病の重症化予防・早期診断
への重点配分と適正評価。

４. 人材確保と働き方改革

労働力不足下での医療の質維持に
向けた働き方改革の推進。

３.医療DXによる質の向上

医療DX推進体制整備加算等、効率化
と質の向上へのインセンティブ。

■ 踏み込んだ論点と検討の必要性

国民皆保険がカバーする範囲の見直しを行い、高額医薬品のどこまでカバー
するのかの議論（保険外併用療法の拡大の許容）や、費用対効果、費用対価値の
活用も進化させる必要がある。

■ 内容構成：
「医療技術負荷度調査」の成果に基づき、患者が不利益を被らないよう技術の
正当評価と将来像を提示し、限られた医療費の適正配分を目指す。

戦略的プロジェクト（PJ）の組成

1. 単なる学会発表に留めず、「少子高齢化社会を見据えた医療・介護の情報収集・
分析」を内保連として組織的に実施。

2. 内科系学会の知見を結集し、次期診療報酬改定および内保連の中長期対処方針を
策定するためのレポートを纏める。



令和 8 年 6月 5日 
内保連加盟学会、領域別会委員会 御中 

一般社団法人内科系学会社会保険連合 理事長 小林弘祐 
  同 副理事長 髙橋和久 

2027年日本医学会でのシンポジウムについてのお願い 

2027年 4 月の日本医学会総会で「これからの保険診療の在り方―少子高齢化社会に向けて」というテ
ーマでシンポジウムが予定されています。主旨は、わが国は今後未曾有の少子高齢化社会を迎える中で、
高額医薬品、高額医療材料なども相まって医療費が高騰することが予想されています。現在、我が国にお
いては、世界有数の平均寿命、健康寿命を維持するため、国民皆保険をいかに堅持していくかが問われて
います。そこで、本シンポジウムでは、内保連、外保連、厚労省、アカデミアから演者を迎え、持続可能
な保険診療を維持するために何をすべきかについて、講演と議論をしていただく予定です。講演内容に
は、現在までの内保連の取り組み、そしてこれからの内保連の役割も含めてメッセージを発信したいと
考えています。 
そこで、内保連の領域別委員会、ならびに加盟学会の皆さんに御願いがあります。内保連は令和８年の

診療報酬改定において、基本方針を定めています。全部で 13 の方針がありますが、今回の内保連基本方
針に沿って提案いただいた学会におかれましては、今回の提案が少子高齢化社会を迎える日本において
いかに持続可能な保険診療を構築する上で貢献するかについて、パワーポイント１枚のポンチ図におま
とめいただきたく思います。 

＜令和８年度内保連基本方針に沿った提案内容と提案学会＞ 
内保連基本方針 加盟学会提案書 

医療安全の推進 
日本糖尿病学会／周術期血糖管理料 
日本臨床内科医会／抗菌薬適正使用体制加算 

チーム医療の推進と
医師の負担軽減

日本呼吸器学会／間質性肺疾患集学的合議評価提供料 

医療連携と在宅医療
の推進 

日本呼吸ケアリハビリテーション学会／在宅高濃度酸素ハイフローセラピー 
日本臨床内科医会／こころの連携指導料（Ｉ） 

妊娠・周産期医療の重視 日本産婦人科医会／遠隔分娩監視装置によるハイリスク妊婦管理料 

小児医療の重視 
日本小児科学会／成人移行支援連携指導料１，２ 
日本人類遺伝学会／遺伝学的検査の適応拡大（難病領域） 

予後の改善の重視 日本腎臓学会／経皮的腎生検／腎疾患判定加算 

遠隔医療の推進 

日本心臓リハビリテーション学会／遠隔心大血管リハビリテーション管理指導料
（オンライン診療料）

日本心不全学会／RST ガイドによる心不全増悪の早期検出と治療管理の新設 
日本放射線腫瘍学会／遠隔放射線治療計画加算の見直し 

AI 診療・診断の推進 日本消化器内視鏡学会／上部消化管内視鏡検査（AI 診断支援あり） 
医療 DXの推進 日本医療情報学会／サイバーセキュリティ対策向上加算 

5．第32回日本医学会総会の件
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〇 開催概要（主催：看保連）

テ ー マ ： 令和8年度診療報酬改定の総括

日 時 ： 令和8年6月19日（金） １８：0０～19：30

場 所 ： 日本看護協会ビル地下2階 JNAホール

参加形式 ： 現地参加のみ（オンデマンドなし）

プログラム ： 1) 講演（各20分）

①内保連における令和8年度診療報酬改定の評価

内保連副理事長 待鳥 詔洋
（国立国府台医療センター）

②外保連における令和8年度診療報酬改定の評価

外保連実務委員長 渡邊 雅之
（がん研究会有明病院消化器外科）

③看保連における令和8年度診療報酬改定の評価

看保連代表理事 福井 トシ子

2) 総合討論（20分）

登壇者：演者、各保連の代表の計５名（20分）

6．第25回三保連合同シンポジウムの件
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